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平成２７年３月３１日 

 

関係各位 

 

経済産業省 貿易経済協力局 

貿易管理部  貿易管理課 

 

 

外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮輸出入禁止措置の２年間延長について 

 

 

本日（３月３１日）閣議決定されました「外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮に係る対応措

置について」に基づき、北朝鮮を仕向地とする全ての貨物の輸出禁止及び北朝鮮を原産地又は

船積地域とする全ての貨物の輸入禁止等の措置を引き続き講ずることとしました。 

つきましては、今後とも、下記の事項に十分ご留意いただきますよう、貴団体内においてご周知

のほど、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１．措置の内容 

 

（１） 北朝鮮を仕向地とする全ての貨物について、経済産業大臣の輸出承認義務を課すことにより、輸出

を禁止します（関係条文：外国為替及び外国貿易法（以下「外為法」という。）第４８条第３項）。 

 

（２） 北朝鮮を原産地又は船積地域とする全ての貨物について、経済産業大臣の輸入承認義務

を課すことにより、輸入を禁止します（関係条文：外為法第５２条）。 

 

（３） これらの措置に万全を期すため、次の取引等を禁止します。 

① 北朝鮮と第三国との間の貨物の移動を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引（仲

介貿易取引）（関係条文：外為法第２５条第６項） 

② 輸入承認を受けずに行う原産地又は船積地域が北朝鮮である貨物の輸入代金の支払

（関係条文：外為法第１６条第５項） 
 

（４） 人道目的等に該当するものについては、措置の例外として取り扱うものとします。 

 

（５） 上記の措置は、平成２７年４月１４日から平成２９年４月１３日までの間、実施します。 
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２．措置の厳格な実施（迂回輸出入の禁止） 

 

  北朝鮮との間の輸出入禁止措置については、第三国経由のものも含めて禁止しており、北朝

鮮との迂回輸出入が行われることのないよう、適正な貿易管理に万全を期すことをお願いいた

します。 

  なお、違反した場合には、外為法に基づき、罰則（５年以下の懲役又は罰金の併科）に処せら

れることがあるほか、行政制裁（１年以内の取引禁止）が課せられることがあります。 

 

 

３．その他 

 

 今般の措置の対象となる輸入等に係る支払等については、外為法第１７条の規定による銀行

等の確認義務の対象となっており、別添のとおり財務省から銀行等に対して、確認義務の履行

を要請しているところです。 

 つきましては、銀行等から確認を求められた際には、御協力をお願い致します。 

 

（本件に関するお問い合わせ先） 

貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課長 高見 牧人 

  担当者： 田村、熊野   電 話：０３－３５０１－１５１１（内線 ３２４１） 


